
ＨＥＭＳデータを用いたＣＯ２削減行動の評価方法の検討について

資料２



１．ＣＯ２削減行動の評価方法の検討方針
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• 世帯や個人のＣＯ２削減努力を評価する際に、理想的には、ＣＯ２削減行動を実行することでＣＯ２排出量が削
減でき、それが下図のイメージのように実測データに表れることが望ましい。

• しかし、実際には居住条件や気温等のさまざまな要因によって、ＣＯ２削減行動を実行しても、結果としてそれが
実測データに表れないケースが少なくない。

• したがって、さまざまな要因とは無関係に、ＣＯ２削減行動を実行することがＣＯ２排出量の削減につながること
を適切に評価していくことが重要となる。

• そこで、本事業では、評価対象と比較対象（ベースライン）の比較条件を統一し、ＣＯ２削減行動を適切に評価す
ることができる方法を検討する。

第三者データ

時 間

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量 自己データ（１）

比較対象（時期/期間） 評価対象（時期/期間）

新規行動による
エネルギー削減量・割合

従来の生活における
エネルギー消費水準

期 間期 間 期 間期 間

比較対象（削減行動） 評価対象（削減行動）

評価対象と比較対象（ベースライン）の比較条件の統一

自己データ（２）



２．昨年度事業の成果と今年度事業の方針（案）

2

• 昨年度（Ｈ２５年度）は、 評価対象とする削減行動に応じて、比較対象（ベースライン）を設定する方法や補正の
考え方を整理。ＨＥＭＳによって実測したデータを用いて、実際に補正を行った場合のベースラインの精度やその
有効性を検証。

• 今年度（Ｈ２６年度）は、昨年度の結果を踏まえ、「①最も精度が向上する評価方法」と「②汎用性があり簡易的な
評価方法」を検討する。

• ①については、分析対象データや世帯数を増やした場合の可能性を提示し、②については、最低限取得すべき
分析対象データを検討する 。

評価方法の考え方の整理
（どのような評価方法があるか？）

実測データの取得と分析
（取得すべきデータと分析方法は？）

有効な評価方法の検討
（適切な評価方法は？）

• 国内外の関連事例（３３件）を調査。評
価の統一基準がなく、体系的に整理さ
れていないことを確認。

• これを踏まえ、比較対象（自己 ｏｒ 第
三者データ）および、比較時期（同時期
ｏｒ 過去）の違いに着目し３つの評価
方法に整理。

• ＨＥＭＳを設置した世帯にＣＯ２削減行
動を依頼。削減行動を実施した世帯
（１３世帯）と実施しなかった世帯（３３
世帯）について、実測データを分析。

• 自己データ比較においては、誤差が最
も小さかった暖房度とエアコン使用時
間を用いたモデルを用いてベースライ
ンを設定。

• 第三者データ比較では、地域および世
帯員数を統一してベースラインを設定。

• 自己データ比較：ベースラインに１０～
２０％の誤差があり、さらなる精度向上
が望まれる。

• 第三者データ比較：世帯属性を統一す
ることで適切に評価できる世帯が増え
ることを確認。ただし、そうでない世帯
も少なくなかったため、手法の改善が
必要。

• 全体を通じて、実測データの分析の方
向性を固めることができた。

Ｈ
２
５
年
度
事
業
の
成
果

• 下記についての考え方を整理・体系化
し検討範囲を絞り込む。
– 評価方法の考え方
– エネルギー消費量に影響する要因
と、その要因を考慮した比較条件
の統一方法。

Ｈ
２
６
年
度
事
業
の
方
針

• 特に、下記を重要視し、実測データを
取得・分析する。
– 分析対象の世帯数を増やし、実測
データの取得期間を長期化させる。

– データの分析精度を高める。

• 下記を本事業の成果として目指す。
– ①先行研究を参考にし、取得可能
なデータの中で精度が最も向上す
る評価方法を示す。

– ②汎用性があり簡易的な評価方法
を示す。（誤差はあるが少なくとも
統計的に有意なレベル。）



３．ＣＯ２削減行動の評価における考え方
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３-１．ＣＯ２削減行動の評価方法の種類

• ＨＥＭＳを活用した場合、個人の評価は困難であるため、個別世帯にＣＯ２削減努力を評価する方法を整理。
• 昨年度の結果を踏まえ、評価対象とする削減行動を、「エネルギー消費量が削減できている（少ない）のか？消費
量が抑制されているのか？」、「それが過去の自分と比較した結果なのか？他世帯と比較した結果なのか？」と
いった視点で再整理した。

• 具体的には、比較する「①データ」、「②方法」、「③時期/期間」の３点について整理し、下記の４種類に分類。

評価
対象

比較対象

方 法データ 時期/期間
説 明 評価対象となる項目

個
別
世
帯
（１
世
帯
）

評価対象世帯における現在と過去の「エネルギー
消費量の差分」をエネルギー削減量と定義。比較
の際には気候条件等を統一（補正）する必要あり。

新たな削減行動によ
るエネルギー削減量。
（過去の自分と比較
し消費量が削減でき
ているか？）

従来の生活における
エネルギー消費水準。
（他世帯と比較してエ
ネルギー消費量が少
ないか？）

評価対象世帯と第三者世帯群の同期間における
「エネルギー消費量の変化率の差分」をエネルギー
削減割合と定義。比較の際には、世帯属性等を
統一する必要あり。

新たな削減行動によ
エネルギー削減割合。
（他世帯と比較して消
費量が抑制できてい
るか？）

評価対象世帯と第三者世帯群の同期間（または、
過去）における「エネルギー消費量」をエネルギー
消費水準と定義。比較の際には、世帯属性等を
統一する必要あり。

手
法
１

評価対象世帯における過去～現在と過去～過去
の「エネルギー消費量の変化率の差分」をエネル
ギー削減量と定義。比較の際には気候条件等を
統一（補正）する必要あり。

新たな削減行動によ
るエネルギー削減割
合。（過去の自分と比
較して消費量が抑制
できているか？）

手
法
２

手
法
３

手
法
４

自己
データ

第三者
データ
（世帯群）

変化率の
差分

過 去

同時期
/過去

同期間

絶対値の
差分

変化率の
差分

絶対値の
差分

昨年度検討会資料を修正



３．ＣＯ２削減行動の評価における考え方
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• エネルギー消費に影響を与える要因を、家庭のエネルギー消費状況を推定・予測している事例やエネルギー削減
行動を評価している事例を中心に７２件調査。

• 調査結果に基づき、同要因を「家庭内部と外部」「固定と変動（時間経過に伴い変化するか否か）」に分類し、特
に大きいと考えられる要因を抽出。

• これらの要因を排除し、評価対象と比較対象（ベースライン）の比較条件を統一する方法と、その対象となる手法
を下記のように整理した。

３-２．エネルギー消費に影響を与える要因の調査結果および考察

エネルギー消費に影響を与える要因

家庭内部の要因

家庭外部の要因

固定
要因

時間経過に伴い大きく変動しない要因
（機器保有台数、世帯人数等）
※単位時間当たりのエネルギー消費量とエ
ネルギー機器の保有台数に影響。

変動
要因

時間経過に伴い変動する要因（日常行
動）
※エネルギー機器の使用時間に影響。

対象世帯が保有する家、機
器の情報（住居形態、保有
台数等）や世帯・個人に属
する情報（世帯人数・構成
等）。

対象世帯は直接関与してい
ないがエネルギー消費量に
影響を与える要因（気候情
報）。

固定
要因

特になし

変動
要因

気候（特に、気温）
※単位時間当たりのエネルギー消費量に
影響。

比較条件の統一方法

• Ａ）世帯属性を統一する。特に、世帯人
数、延床面積、保有機器台数、オール
電化の導入有無の統一が必要。
※手法１、２、５、６は、比較対象が過去の
自己データであるため考慮不要。

対象となる手法

• Ｂ）評価期間をできる限り長く設定する。
• Ｃ）日常行動に関する条件（在・不在状
況、エアコンの使用時間等）を統一する。
※評価対象データの取得期間が条件を満
たせば全手法に適用可。

• Ｄ）比較対象データの地域条件と評価
期間を統一する。
※手法１、２、５、６は、比較対象が過去の
自己データであるため統一不可。

• Ｅ）気温、デグリーデー等を用いて気温
補正する。
※全手法に適用可。

手法１

手法２

手法３

手法４

手法３ 手法４

手法３ 手法４

手法１ 手法２

手法３ 手法４

第三者と絶対値
の差分で比較。

第三者と変化率
の差分で比較。

過去の自分と絶対
値の差分で比較。

過去の自分と変化
率の差分で比較。



• これまでに整理・体系化した結果を踏まえ、実測データの取得・分析を行う。
• 取得した実測データおよび、世帯属性等のデータは後述する。
• 実測データの分析の方向性は、下記の通りとする。
– 自己データをベースラインとする方法（手法１、２）：手法１と２の検証ポイントは同様であるため、より精度向
上が困難と考えられる手法１について検討。

– 第三者データをベースラインとする方法（手法３、４）：手法４について検討。
※手法３については、従来の生活における消費水準を評価するため、長期間におけるＣＯ２削減行動（省エネ対策の実行状況
等）の調査が必要だが、その取得が困難。

• なお、実測データによる検証では、主幹および回路別（空調、給湯）の電力消費量データを用いる。
※ガス・水消費量のデータは、取得困難であるため、分析対象外とした。

４．実測データによるＣＯ２削減行動の評価方法の検証方針（案）
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評価手法１
（過去の自分と比較し消費量が削減できているか？）

評価手法４
（他世帯と比較して消費量が抑制できているか？）

• Ｂ）評価期間をできる限り長く設定する。
→評価対象期間が最大３週間であるため、検証困難。
本事業では検証しない。

• Ｃ）日常行動に関する条件を統一する。
→エアコンの使用時間を用いて日常行動に関する条件
を統一。

• Ｅ）気温、デグリーデー等を用いて気温補正する。
→気温、デグリーデーを説明変数として世帯個別にモデ
ル式を構築。

• Ａ）世帯属性を統一する。
→世帯人数、延床面積、保有機器台数を統一。

• Ｂ）評価期間をできる限り長く設定する。
→評価対象期間が最大３週間であるため、検証困難。
本事業では検証しない。

• Ｃ）日常行動に関する条件（在・不在状況、エアコンの使
用時間等）を統一する。
→エアコンの使用時間を用いて日常行動に関する条件
を統一。

• Ｄ）比較対象データの地域条件と評価期間を統一する。
→同一評価期間において地域条件を統一。

• Ｅ）気温、デグリーデー等を用いて気温補正する。
→同一評価期間において地域別に気温、デグリーデーを
説明変数としてモデル式を構築。※Ｄ）の方法と比較し、
どちらが適切な方法か確認する。



５．分析対象データの概要と取得方法
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５-１．分析対象データ取得方法

• ミサワホームのＨＥＭＳ導入世帯に対して①募集活動を行い同意を得た世帯に対して事前アンケートを実施。
• 評価対象世帯（１４２世帯）からＨＥＭＳデータを取得し、その一部の世帯（トリートメント９４世帯※）に対しては③
メールを配信することによって一定期間ＣＯ２削減行動（省エネ対策）の促進を図った。

• その後、④事後アンケートによって、行動促進期間中の省エネ対策の実行状況を調査し、対策実行モニター（行
動促進期間において少しでも省エネ対策を実行した世帯）」と「非実行モニター（行動促進期間において省エネ対
策を実行しなかった世帯）」に分類した。（結果的に１３８世帯が事後アンケートに回答。）

※トリートメント世帯：ＣＯ２削減行動を促進した世帯。

①評価対象世帯の募集/事前アンケート

• ＨＥＭＳデータ（過去のデータも取得する。）
最長２０１３年６月～ /最短２０１３年８月～

•省エネ対策の実行状況。

②データの取得

ＣＯ２削減行動の
提示/行動促進。

③削減行動の促進 ④事後アンケート

行動促進期間
中の省エネ対策
の実行状況を
調査。（１３８世帯）

事前アンケートの実施 期間中アンケートの実施

番号 調査内容 番号 調査内容

※１ 計測回路数 ９ 延床面積

※２ 回路の設定有無 １０ 世帯人数

※３ ＨＥＭＳの導入時期 １１ （登録者の）年齢

※４ 築年数 １２ 世帯年収

※５ 世帯形態 １３ 家電の保有台数

※６ 世帯主との続柄 １４ ＨＥＭＳ導入後の家電の購入有無

※７ 世帯構成 １５ 主要な導入機器

※８ 住居形態 １６ 昨年導入機器の使用状況

•行動促進期間の事前および期間中に
、最短１日毎にＹｅｓ/Ｎｏ形式のアン
ケートを実施。日常的な省エネ対策の
実行状況を把握する。

•評価対象世帯に対して
メールを配信し一定期間
削減行動を促進する。

•提示する削減行動は効
果の大きな省エネ対策と
する。

８/２５ ９/７８/４７/７
２０１４年

行動促進期間

• ＨＥＭＳユーザーの募集
（ミサワホーム １４２世帯）

ここでは、回路設定済みで地域・設備条件が
統一されているユーザーを対象とする。

※昨年アンケートで既知の項目

昨年度検討会資料を修正

気温変動が
大きかった。



５．分析対象データの概要と取得方法
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平
均
気
温
℃

２０１４年度

出所）気象庁

＜参考＞主要都市における平均気温の推移

• 今年度事業における行動促進期間は、全国的に気温が低下する傾向にあった。冷房用の電力消費量は、直前
期間と比較して減少していると予想される。

平
均
気
温
℃

行動促進期間

２０１３年度

昨年度と比較し、
気温が低い。



５．分析対象データの概要と取得方法
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５-２．実施したアンケートのイメージ

• 行動促進期間中のアンケートや配布物は下図の通り。

行動促進期間中の「こつこつ記録毎日の生活アンケート」行動促進期間中に配布した省エネ行動一覧表



５．分析対象データの概要と取得方法

9

５-３．分析対象データの概要（１）

分析対象データ数 世帯 →
１３８世帯

（昨年度事業の協力世帯（２０１３年８月以前にＨＥＭＳを設置）で、
主要な機器の回路別計測状況が把握できている世帯。）

最長計測期間 → ２０１３年６月～２０１４年９月（１６ヶ月）

分 類 計測対象 説 明
計測点数
[点]

計測粒度
[分]

計測
機器

電

力

主 幹 家全体の総電力消費量 １ ３０
ene
coco

分電盤
部屋別、コンセント別などの
電力消費量

最大
３２

３０
ene
coco

個別機器
エアコン、テレビ、冷蔵庫な
どの個別機器

- - -

太陽光 太陽光発電量
１

（一部）
３０

ene
coco

非
電
力

ガ ス 家全体のガス消費量 - -
ene
coco

水 道 家全体のガス消費量 - -
ene
coco

世
帯
属
性

地 域 居住している都道府県など 都道府県

住 居

住居形態 （戸建住宅のみ）

延床面積 ５０ｍ２未満、・・・、１６０ｍ２以上

築年数 １年未満、・・・、１５年以上

設 備 保有機器、家電台数など 計測回路数、家電保有台数、導入機器

世帯
・個人

世帯人数 １人、２人、・・・、１１人以上

世帯構成 ライフステージ

世帯年収 ３００万円未満、・・・、２０００万円以上

その他 平日昼間・夜間の在宅状況

-：未取得



５．分析対象データの概要と取得方法
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５-３．分析対象データの概要（２）

• データ欠損率（※）については、特定の月において高い値を示しているため、現在、原因を確認中。
• トリートメント世帯（行動促進した世帯）とコントロール世帯（行動促進しなかった世帯）の世帯属性の分布は下記
の通り。世帯を分類する際には、これらの分布が同様になるように考慮している。

（ａ）有効世帯数の推移

世
帯
数

データ欠損率が１割未満 データ欠損率が１割以上

（ｂ）地域の分布（Ｎ＝１３８）

（ｃ）延床面積の分布（Ｎ＝１３８） （ｄ）世帯人数の分布（Ｎ＝１３８）

Ｎ＝９２ Ｎ＝４６

Ｎ＝９２ Ｎ＝４６Ｎ＝９２ Ｎ＝４６
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５-３．分析対象データの概要（３）

• 分析対象データの１時間当たり消費量の分布は、下図の通り。
デ
ー
タ
数

１時間当たりの電力消費量 ｋＷｈ

（ａ）１時間当たりの主幹における電力消費量の分布

１時間当たりの電力消費量 ｋＷｈ

デ
ー
タ
数

（ｂ）１時間当たりの給湯における電力消費量の分布
（オール電化導入世帯のみ）

１時間当たりの電力消費量 ｋＷｈ

デ
ー
タ
数

（ｃ）１時間当たりの空調における電力消費量の分布

※ゼロを除く ※ゼロを除く

※ゼロを除く

オール電化導入世帯（Ｎ=９４）オール電化非導入世帯（Ｎ=４４）
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５-３．分析対象データの概要（４）

• ２０１４年８月の世帯属性別・時刻別の電力消費量は、下図の通り。
• なお、Ｎ=５以下の世帯属性は、除いている。

（ａ）世帯人数別の時刻別平均電力消費量 （ｂ）延床面積別の時刻別平均電力消費量

（ｃ）地域別の時刻別平均電力消費量 （ｄ）主要回路別の時刻別平均電力消費量

※「空調」「給湯器」は、電力消費量
がゼロの世帯を除いた。

特に日中における差が大きい。特に日中における差が大きい。

地域によって差はない。

オール電化世帯が多い。
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５-３．分析対象データの概要（５）

• 月別の平均電力消費量の推移は、下図の通り。
• 主幹および空調・給湯の電力消費量を比較すると、空調については季節とは無関係に全体の電力消費量に占め
る割合が同じであるのに対し、給湯については夏季と比較して冬季のほうが全体の電力消費量に占める割合が
大きい。

• したがって、夏季は空調、冬季は空調・給湯の電力消費量が増加し、全体の電力消費量を押し上げているといえ
る。

※「空調」「給湯器」は、電力消費量がゼロの世帯を除いた。

中間季冬 季 夏 季中間季夏 季

１６％
１５％ １４％

２４％

９.５％ １１％

（ａ）月別の平均電力消費量の推移


